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平成 25 年末現在、日本で暮らす外国人は 2,066,445 人で、そのうち女性は、
54.3％と過半数を占めている。特に、女性割合はアジア地域出身者で高く、数値
が大きな主な国は、順にフィリピン 77.1％、タイ 76.0％、中国 58.2％となって
いる。在留資格等別に見ると、永住者が 31.7％、特別永住者 18.1％、留学 9.3％、
定住者 7.8％、日本人の配偶者 7.3％と続く。 
都道府県別在留外国人数は、高い順に東京 19.7％、大阪 9.9％、愛知 9.6％、
神奈川 8.0％、埼玉 6.0％、千葉 5.3％、兵庫 4.7％、静岡 3.7％、福岡 2.7％、京
都 2.5％と上位 10 都道府県で約 4 分の 3 を占め、それ以外の道県がその他 28.0％
を占める。各都道府県に在住する外国人女性の割合は、特に地方で高い傾向がみ
られる。女性割合が高い順に、山形 77.8％、鹿児島 72.4％、徳島 70.3％、岩手
69.3％、秋田 68.5％、福島 68.3％となっている。 
国勢調査の特別集計 2)によると、在留外国人の国別性別年代別構成は、出身国
と日本との関係による性別の偏りが顕著である。たとえば、英国や米国など先進
国出身者では、20 代から 60 代の生産年齢層で男性が女性の 2 倍から 4 倍程度に
達している。反対に、フィリピンやタイなど近隣の途上国出身者では、同じ生産
























































(2) 調査方法 全国の自治体の 47 都道府県、市、特別区、行政区の多文化共生・
外国人担当部署の担当者を対象とした質問紙調査 
郵送による調査票の配布および回収（一部、電子ファイルによる受取） 
(3) 調査時期 平成 25 年 2 月 12 日～2 月 25 日 
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市に限ると、2000 年代が 13 自治体、54.2％でもっとも多く、1990 年代が 8 自

















（55.3%）、「外国人の医療に関わる問題」（53.2%）がいずれも 5 割を超える。 






































































































都道府県で 55.3%、市で 43.2%と半分があると回答した。 
外国人に関する施策についての総合企画調整を担当する部署 
部署があると回答したのは、26 都道府県（55.3%）、236 市（44.8%）で、一部に
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践的研究を目的としている。 
2 総務省統計局、平成 17 年国勢調査「外国人に関する特別集計結果」平成 20 年 6 月
30 日 










5 女子差別撤廃委員会第 44 会期、「女子差別撤廃委員会の最終見解」仮訳、2009 年 8
月 7 日 
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